
 

 

 

総実労働時間数を得る。トレンド B を 2019年以降に伸ばして、2019

年以降各年の年平均総実労働時間数を得る。 

一方、1970～2018 年各年の年平均ベースの年齢階級別総実労働

時間数について、年齢計と各年齢階級の比率を求め、さらにその平

均値を得る。 

最後に、1969 年以前各年、2019 年以降各年のトレンドを延長し

て求めた年平均総実労働時間数に、各年齢階級について求めた比率

の平均値を乗じて、当該年齢階級の年平均ベースの総実労働時間数

とする。 

なお、平均就業開始年齢のように、小数点以下の桁のある年齢の

場合は、小数点以下の年数をもって、当該年齢の労働時間数を按分

する。 

⑤ 指標のデータ 

本項の推計結果は次のとおりである。 

表 21-8 コーホート別にみた生涯労働時間 

誕
生
年 

男性 女性 
定年 

年齢 総計 
定年 

まで 
定年後 総計 

定年 

まで 
定年後 

 千時間 千時間 千時間 千時間 千時間 千時間 歳 

1930 116.1 97.9  18.2  104.9  94.7  10.2  58.5 

1940 111.4  97.2  14.2  101.1  94.0  7.1  60.3 

1950 110.0  93.4  16.6  100.1  89.5  10.6  60.8 

1960 106.4  89.6  16.7  96.8  85.2  11.6  61.2 

1970 105.5  88.6  16.9  96.1  83.5  12.6  61.6 

1980 104.7  87.8  16.9  95.6  82.3  13.4  62.1 

1990 103.6  86.6  17.0  95.1  80.9  14.2 62.5 

資料：総務省「国勢調査」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、「毎月勤労統計調

査」、｢就労条件総合調査」、文部科学省「学校基本調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
参考：本書の作成経緯について 

 

 日本労働研究機構（労働政策研究・研修機構の前身）では、労働関係の

情報を広く提供することを目的として、「加工指標開発に関する基礎研究委

員会」（座長神戸大学大学院経済学研究科三谷直紀教授）を設置し、加工指

標の提供に関する基礎的な研究を実施した（平成 9 年度）。そこでは、各方

面へのヒアリングを行い、利用ニーズの高い指標を検討するとともに、政

府の各種白書等をサーベイし、一般に広く提供すべきと考えられる加工指

標を整理した。その結果を受け、提供すべきと判断された加工指標につい

て実際の開発作業が行われ、利用者のニーズにあった加工指標の作成がな

されてきた。本書は、以上の経緯を受け、従来以上にわかりやすく有益な

情報提供を目指して、提供すべき加工指標の項目を検討・吟味し、作成し

たものである。 
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